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1.即時オープンアクセス義務化
について
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即時オープンアクセス（OA）義務化の概要
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公的資金による研究成果の
国民への還元と地球規模課題

の解決に貢献

国全体の購読料と
オープンアクセス掲載公開料
（APC）の経済的負担適正化

我が国の研究成果の
発信力の向上

理
念

2025年度から新規公募の一部競争的研究費の受給者に、
学術論文および根拠データの即時オープンアクセスの義務化

学術論文等の即時オープンアクセスに向けた基本方針
2024年２月16日統合イノベーション戦略会議決定



即時OA義務化の対象制度＆研究成果

日本学術振興会（JSPS）
科学研究費助成事業（科研費）
科学技術振興機構（JST）
戦略的創造研究推進事業（一部除く）
創発的研究支援事業
日本医療研究開発機構（AMED）
戦略的創造研究推進事業
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●対象制度

●適用時期
2025年度から新たに公募が行われるもの
（2024年度以前に公募されたものは含まない）

対象となる競争的研究費 対象となる研究成果
査読つきの電子ジャーナルに掲載された
研究論文（著者最終稿含む）及び根拠データ

根拠データについて
・掲載ジャーナルの執筆要領、出版規程等で公表が求められる

Supplemental Data等の研究データ
・従来公開していなかった研究データの公開を求めるものではない



論文＋根拠データのオープンアクセス手段
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機関リポジトリ等の情報基盤への掲載

• 無料で公開できる
• 出版社による公開条件の指定

機関リポジトリへの掲載
（Green OA）

• APCの支払いが必要
• 即時公開可能

電子ジャーナル上で公開
（Gold OA）

上記の他、分野別リポジトリへの掲載や、JxivやJSTが提供するリポジトリへの掲載での公開も可



補足
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即時オープンアクセスの期限
学術雑誌掲載後3カ月程度
（手続きに要する期間）が目安

実績報告書に理由を記載
即時オープンアクセスできない場合

機関リポジトリでの公開は無料
OA化のためお金を払う必要は？

SupplementalData等の公表を前提
としているデータであり、査読の過程
等で求められるデータ等公表を
前提としていないデータは含まない。

根拠データとはどの範囲か？

できない場合罰則は？
罰則については記載なし

APCを払ってOA化した場合に
機関リポジトリでも公開する必要は？
重複して公開する必要はない



2.研究者に求められる対応
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各FAの公募要領等

• JSPS（科研費）：科研費における論文のオープンアクセス化について
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/08_openaccess/index.html

• JST（戦略的創造研究推進事業）： 2025年度 募集要項
https://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/koubo/2025youkou.pdf

• JST（創発的研究支援事業） ：2025年度募集要項
https://www.jst.go.jp/souhatsu/document/call2025.pdf

• AMED（戦略的創造研究推進事業）：令和7年度公募要領
https://www.amed.go.jp/content/000141522.pdf
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https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/08_openaccess/index.html
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/08_openaccess/index.html
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/08_openaccess/index.html
https://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/koubo/2025youkou.pdf
https://www.jst.go.jp/souhatsu/document/call2025.pdf
https://www.amed.go.jp/content/000141522.pdf


科研費の例
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研究者に求められる対応①
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学術論文＋根拠データの即時OA化
所属機関のリポジトリで公開(Green OA) 電子ジャーナルで公開(Gold OA)

論文の著者最終稿+根拠データを図書館に送付
研究者

出版社の定める公開条件を確認*

図書館

即時OA○ 即時OA×

OA化し識別子(URL)を報告 即時OAできない理由を報告
（公開可能になった時点で公開）

研究者

実績報告書に識別子やOAできない理由を記載

上記の他、分野別リポジトリへの掲載や、JxivやJSTが提供するリポジトリへの掲載での公開も可

研究者
論文をOA誌に投稿 or 
ハイブリッド誌でOAオプションを選択

論文掲載料（APC）を支払、即時OA

論文および根拠データの識別子を
実績報告書に記載

*公開条件の確認を図書館で行っていない機関もあります



研究者に求められる対応②
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実績報告書に記載

• 即時OA対象かどうか
• 即時OAを実施したか
• （実施できなかった場合）即時OAが困難な理由*

• 学術論文へのリンク
• 根拠データへのリンク（根拠データの公表が求められてない場合はその旨）

*即時OAが困難な場合：理由を記載すれば可



3.図書館での即時OA支援
機関リポジトリでの論文・根拠データ公開
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論文の著作権は出版社へ譲渡されているケースがほとんど
⇒著者であっても自由に機関リポジトリで公開できない

出版社へ許諾をとる
公開条件：「出版社ポリシー」

機関リポジトリで公開するために

12

著作権処理



出版社ポリシー確認方法①
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主な海外出版社＝ウェブサイトに記載
著者最終稿(Accepted Manuscript)
出版社版(VoR)やプレプリントなど
論文の形態に応じて取り扱いが異なる

エンバーゴ期間経過後
同一出版社でも雑誌によって期間は異なる場合も

機関リポジトリのような非商用プラット
フォームで

・DOIで出版社サイトへリンクすること
・CC-BY-NC-NDライセンスを付与すること
・以下の文言を記載すること
© <year>. This manuscript version is made available under the CC-BY-
NC-ND 4.0 license https://creativecommons.org/licenses/by-nc-
nd/4.0/

どの版？

いつ？

どこで？

条件



出版社ポリシー確認方法②
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日本の学会＝問い合わせするケースも

投稿規定等に記載がない場合も多く問い合わせが必要
・都度許諾申請が必要

・掲載後事後報告が必要
・返答がないことも
⇒「即時OAが困難な理由」
出版社や雑誌のポリシーが存在しない又は不明瞭

・機関リポジトリへの掲載は認めない



出版社ポリシーの例
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登録できる版（version）
• 出版社版（VoR）：下図[B]
• 著者最終稿（Accepted Manuscript）：下図[A]
※出版社により公開できる版が異なる

エンバーゴ（登録禁止期間）
• 6-36カ月程度のエンバーゴが多い

• 即時公開不可の理由となる
• CCライセンス付与版は即時公開可

その他公開条件
• 出版社サイトのDOIへリンクすること
• 指定のライセンスで公開すること
• 出版社が権利をもっている旨記述すること

よくある公開条件



コンソーシアム内の機関で共有：出版社ポリシー記録簿

• 北海道大学が2005年から調査した出版社ポリシー5000件超の記録
をコンソーシアム内で共有
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著作権処理業務の効率化



機関リポジトリで公開するために②
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• 出版社要件を満たすためのメタデータ付与
• 版の判定（VoR/AM）
• 権利文言・CCライセンスなメタデータ流通(Google Scholarなど)

• 国際標準に準拠したメタデータ記述
• NII RDC
• Google Scholar

メタデータ付与

研究者単独では困難なメタデータを付与することで
即時OA義務の要件を充足し、

+α論文の可視性の向上を行うことができる



根拠データのメタデータ
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Ａ : 個別のアイテムとして登録 B : 論文の一部として登録
研究者

研究者

研究者論文発表から独立して研究データを作成し、
成果として利活用に供する場合

論文を主として、根拠データをその付録物として
登録する場合（データ単体で公開しない）

研究データ単体でメタデータ作成 論文のメタデータで根拠データを公開

研究データのメタデータ項目
「公的資金による研究データの管理・利活用に関するメタデータ
説明書第1.0版」に対応したメタデータ記述（科研費の実績報告時
のメタデータと共通）

どちらのパターンで公開？

データの特性に応じて、独立公開（A）か付属公開（B）か選択
A：FAIR原則に則って発見可能性・アクセス容易性を高めたい
B：論文と不可分のデータ



4.北大図書館の取り組み

19



即時OA対象論文の把握
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図書館側からの積極的な研究成果の取得

• Web of Scienceで本学著者の論文を検索
⇔WoSで拾えない論文（日本語など）

• researchmapと機関リポジトリの連携（開発中）
⇔登録率

図書館から即時OA対象論文のリポジトリ登録を呼びかけ
一方で、すべての即時OA対象論文の把握は不可能



セルフアーカイブシステムの導入（開発中）

研究者自らが論文や根拠データをリポジトリに登録できる機能の実現
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②

図書館員

研究者

利用者

論文情報、
出版社ポリシー

確認

④
公開報告

（URL,即時OA不可な理由など）

①
論文アップロード

③メタデータ充実
公開利用 ⑤

機関リポジトリ
HUSCAP



広報
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即時OA義務化について オープンサイエンス全般について

https://www.lib.hokudai.ac.jp/osp/https://www.lib.hokudai.ac.jp/support/immediate_open_access
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